
下水道事業における現行の財政措置

資料３



第１次～第５次下水道財政研究会における費用負担の考え方
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平

成

18

年

度

～

公共下水道（狭義）以外

平
成
17
年
度
ま
で

雨 水 ７ 割

公 費

汚 水 ３ 割

下水道事業債元利償還金に対する地方財政措置

うち７割を交付税措置

処理区域内人口密度（人／ha）

２５未満 ・・・・・・・４９％（事業費補正：44％、単位費用5％）

２５以上５０未満 ・・４２％ （事業費補正：37％、単位費用5％）

５０以上７５未満 ・・３５％ （事業費補正：30％、単位費用5％）

７５以上１００未満 ・・２８％ （事業費補正：23％、単位費用5％）

１００以上 ・・・・・・・・２１％ （事業費補正：16％、単位費用5％）

うち７割を交付税措置
４９％（事業費補正：４４％、単位費用：５％）

うち約７割を交付税措置

５０％（事業費補正：４５％、単位費用：５％）

うち７割を交付税措置

４２％（事業費補正：３７％、単位費用：５％）

（使用料）

（使用料）

公共下水道

公共下水道以外（集落排水施設等）

公費部分について公営企業繰出金として
地方財政計画に計上

合
流
式

分
流
式

公費

公費

雨 水 ６ 割 汚 水 ４ 割

雨
水
1
割

処理区域内人口密度25未満 6割

25以上50未満 5割

100以上 2割

50以上75未満 4割

75以上100未満 3割
（使用料対象資本費）

（使用料対象資本費）

雨
水
1
割

公費

汚 水 ６割 （使用料対象資本費）

合 計 ７ 割
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平成17年度研究会を踏まえた地財措置のあり方の見直し（平成18年度～）



第１７条の２ 次に掲げる地方公営企業の経費で政令で定めるものは、地方公共団体の一般会計又は他の特別会計において、出資、長期の貸付け、負
担金の支出その他の方法により負担するものとする。
一 その性質上当該地方公営企業の経営に伴う収入をもつて充てることが適当でない経費
二 当該地方公営企業の性質上能率的な経営を行なつてもなおその経営に伴う収入のみをもつて充てることが客観的に困難であると認められる経費

２ 地方公営企業の特別会計においては、その経費は、前項の規定により地方公共団体の一般会計又は他の特別会計において負担するものを除き、
当該地方公営企業の経営に伴う収入をもつて充てなければならない。

第１７条の３ 地方公共団体は、災害の復旧その他特別の理由により必要がある場合には、一般会計又は他の特別会計から地方公営企業の
特別会計に補助をすることができる。

一 上水道事業 二 中水道事業 三 工業用水道事業 四 交通事業 五 病院事業 六 簡易水道事業 七 市場事業
八 下水道事業 九 港湾整備事業 十 その他

※政令で具体的経費を明らかにしている

地方公営企業法第１７条の２第１項（出資、長期の貸付け、負担金その他の方法）

地方公営企業法法第１７条の３（補助）

（一般会計等において負担する経費）
第８条の５ 法第17条の２第１項第１号に規定する経費で政令で定めるものは、次の各号に掲げる事業の区分に応じ、当該各号に定める経費

（当該経費に係る特定の収入がある場合には、当該特定の収入の額をこえる部分）とする。
一 水道事業 公共の消防のための消火栓に要する経費その他水道を公共の消防の用に供するために要する経費及び公園その他の公共

施設において水道を無償で公共の用に供するために要する経費
二 工業用水道事業 公共の消防のための消火栓に要する経費その他工業用水道を公共の消防の用に供するために要する経費
三 病院事業 （略）

２ 法第17条の２第１項第２号に規定する経費で政令で定めるものは、次の各号に掲げる事業の区分に応じ、当該各号に定める経費（当該経費
に充てることができる当該事業の経営に伴う収入の額をこえる部分に限る。）とする。
一 軌道事業 （略）
二 病院事業 （略）

繰出基準（副大臣通知） ＝ 地方財政計画における公営企業繰出金の基本的な考え方

地方公営企業法施行令第８条の５

※対象経費の運用上の基準として参考とする

経費負担原則に関する体系

３



◎ 最近における社会経済情勢の推移、地方公営企業の現状にかんがみ、地方公営企業法等に定める経営に関する基本原則を堅持しながら、地方公営企業の経営の健全化を
促進し、その経営基盤を強化するため、毎年度地方財政計画において公営企業繰出金を計上することとしている。

経 費 区 分 繰 出 し の 基 準

1 雨水処理に要する経費 雨水処理に要する資本費及び維持管理費に相当する額とする。

2 分流式下水道等に要する経費

分流式の公共下水道(特定公共下水道及び特定環境保全公共下水道を除く。)並びに特定公共下水道、特定環境保全公共下水道、流域
下水道、農業集落排水施設、漁業集落排水施設、林業集落排水施設、簡易排水施設、特定地域生活排水処理施設、小規模集合排水処理
施設及び個別排水処理施設に要する資本費のうち、その経営に伴う収入をもって充てることができないと認められるものに相当する額
とする。

3
流域下水道の建設に要する経
費

都道府県にあっては、流域下水道の当該年度の建設改良費から国庫補助金及び市町村からの建設費負担金を控除した額の40％、市町
村にあっては、都道府県の流域下水道に対して支出した建設費負担金の40％とする。ただし、平成12年度から平成30年度までの各年度
に実施する事業にあっては、繰出しに代えて臨時的に発行する下水道事業債の元利償還金に相当する額とする。

4
下水道に排除される下水の規
制に関する事務に要する経費

特定施設の設置の届出の受理、計画変更命令、改善命令等に関する事務、排水設備等の検査に関する事務及び除害施設に係る指導監
督に関する事務(専ら下水道の施設又は機能の保全のために行う事務を除く。)に要する経費に相当する額とする。

5
水洗便所に係る改造命令等に
関する事務に要する経費

水洗便所への改造命令及び排水設備に係る監督処分に関する事務に要する経費の２分の１とする。

6 不明水の処理に要する経費 計画汚水量を定めるときに見込んだ地下水量を超える不明水の処理に要する維持管理費に相当する額とする。

7 高度処理に要する経費 下水の高度処理に要する資本費及び維持管理費(特定排水に係るものを除く｡)に相当する額の一部(２分の１を基準とする｡)とする。

8 高資本費対策に要する経費
繰出しの対象となる事業は、供用開始30年未満の下水道事業(特定公共下水道及び流域下水道を除く。)で、前々年度における当該事

業の資本費及び使用料が要件を満たすもので、経営戦略を策定し、経営健全化のために十分な努力をしていると認められる事業とする。

9
広域化･共同化の推進に要す
る経費

下水道事業債(広域化･共同化分)の元利償還金の55％に相当する額とする。

10
地方公営企業法の適用に要す
る経費

地方公営企業法の適用に要する経費及びこれに充当した下水道事業債の元利償還金のうち、その経営に伴う収入をもって充てること
ができないと認められるものに相当する額とする。

11
小規模集合排水処理施設整備
事業に要する経費

建設改良に要する経費の30％とする。ただし、平成９年度から平成30年度までの各年度に実施する事業にあっては、繰出しに代えて
臨時的に発行する下水道事業債の元利償還金に相当する額とする。

12
個別排水処理施設整備事業に
要する経費

建設改良に要する経費の30％とする。ただし、平成９年度から平成30年度までの各年度に実施する事業にあっては、繰出しに代えて
臨時的に発行する下水道事業債の元利償還金に相当する額とする。

13
下水道事業債(特別措置分)の
償還に要する経費

下水道事業債(特別措置分)の元利償還金に相当する額とする。

14 その他
下水道事業債(普及特別対策分)の元利償還金の55％に相当する額とする。
下水道事業債(臨時措置分)及び下水道事業債(特例措置分)の元利償還金に相当する額とする。

繰出基準（抄） 総財公第71号 各都道府県知事
平成30年４月２日 各指定都市市長宛 総務副大臣通知

４



２．公費負担額（繰出基準額）

× × ×

法適用事業 法非適用事業

資本費単価
（円）

公費

負担
率(%)

資本費単価
（円）

公費

負担
率(%)

基準値以上
基準値の1.5倍未満
（54～81）

80
基準値以上
基準値の1.5倍未満
（54～81）

80

基準値の1.5倍以上
基準値の3倍未満
（81～162）

85
基準値の1.5倍以上
基準値の6倍未満
（81～324）

85

基準値の3倍以上
（162～） 95 基準値の6倍以上

（324～） 95

・使用料単価が
全国平均(139円)
の1.5倍以上→1.0
（割落としナシ）

・使用料単価が
150円～全国平
均の1.5倍未満
→β÷209
（割落としアリ0.72
～1.0）

建設改良費が割高なため資本費が高額な下水道事業において、資本費負担の軽減を図ることにより、経営の健
全性を確保することを目的として、資本費の一部を繰り出すとともに、交付税措置を講じるもの

有収水量
資本費単価のうち
基準値（全国平均）

を上回る分
α－54 

公費負担率
80%  or
85%  or
95%      

使用料単価
による割落し

1.0 or
(β÷209)

３．交付税措置額

×
交付税算入率

45%  or  9%     

供用開始後年数が

25年目までは45%
26～29年目は9%

公費負担額

１．要件 供用開始後３０年未満の下水道事業（特定公共下水道・流域下水道を除く。）のうち
次の要件を満たすものに対して、下記の算式に基づき公費負担額を算出
・ 資本費単価（α） 基準値＝全国平均(54円/㎥(H28)）以上
・ 使用料単価（β） 150円/㎥ （月3,000円/20㎥）以上
・ 経営戦略を策定していること

高資本費対策の概要
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【目的】
汚水処理施設の資本整備に係る世代間負担の公平を図る。

【内容】
Ａ：建設中施設に係る元金 （供用開始前の施設にかかる企業債元金相当額に対する起債）
Ｂ：未利用施設の利子 （供用開始後の施設のうち未利用部分に係る企業債利息相当額に対する起債）
Ｃ：建設改良地方債の元金 （供用開始後の施設に係る元金償還金から当該施設の減価償却費相当額を差し引いた額に対

する起債＜資本費平準化債（拡大分）・H16～＞）

なお、法非適事業については、次の算式により減価償却費を算出する。

（算式）
法非適事業の減価償却費＝（A÷４９ ＋ B÷２４ ＋ C÷２５ ＋ D÷３５ ＋ E÷３５） × ０．９
A～E 資産に係る下水道事業債の発行額に相当する額
A 管渠 B ポンプ場 C 処理場 D 流域下水道建設費負担金 E その他

利
子

平準化債に係る償還金

利子

減価償却費

元
金
償
還
金
Ａ

元
金
償
還
金

（据置期間） ５ ７（供用開始） ２２ ３０（本債の償還終了） ５０ 年

Ａ’

Ａ’

資本費平準化債
発行可能額

Ｂ

Ｃ

１５

資本費平準化債の概要
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公害防止計画とは

公害防止計画制度の改正
Ｈ２２年１２月 中央環境審議会意見具申「今後の公
害防止計画制度の在り方について」

Ｈ２３年３月 公害の防止に関する事業に係る国の財
政上の特別措置に関する法律（公害財特法）の有効
期限を１０年延長

Ｈ２３年８月 地域の自主性及び自立性を高めるため
の第２次一括法の一部施行に伴い、
①環境大臣による策定指示を廃止
②公害防止計画のうち公害防止対策事業計画以外

の部分に係る環境大臣同意を廃止

公害防止対策事業計画
■公害防止計画の一部を構成する、公害財特法に

基づく計画

■都道府県知事が公害財特法に基づく財政上の特別
措置を受けようとする場合には、公害防止対策事業
計画の環境大臣同意を求めて協議

■対象事業は、①下水道の設置又は改築、②しゅんせ
つ等、③農用地における客土等、④ダイオキシン類
土壌汚染対策

公害防止対策事業計画の同意

 ３０地域（２４都府県）において策定されていた公害防止計画はＨ
２２年度末に終了。

 制度の改正後、引き続き公害防止計画が作成された２１地域（１
８都府県）の公害防止対策事業計画について、Ｈ２４年３月に環境
大臣の同意を行った。このうち４地域から同計画の改定について
申し出があり、Ｈ２９年３月（千葉県、神奈川県）、Ｈ３０年３月（静岡
県、愛知県）に環境大臣の同意を行った。

公害防止対策事業計画
策定地域

公害の著しい地域について、公害防止に関する施
策を総合的かつ計画的に実施するため、都道府県
知事が策定する地域計画。（環境基本法）

公害防止計画制度・公害防止事業債の概要
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公害の防止に関する事業に係る国の財政上の特別措置に関する法律の概要

公害防止対策事業に係る財政措置（下水道事業）

終末処理場

その他

終末処理場

その他

事業区分
平成２６年度地方債

充当率（「地方債充当率
（総務省告示）」による）

事業の細区分 基準財政需要額への算入率国庫補助

１００％
公共下水道

下水道

流域下水道

      元利償還金の５０％を
      基準財政需要額に算入

  １６～４４％（公共下水道）
         ４４％（流域下水道、
                  特定環境保全　　　　   →
                  公共下水道）
　　加えて、単位費用分５％算入

特定公共下水道 １／３　→　１／２

５５／１００　→　５５／１００

５０／１００　→　５０／１００

２／３　→　２／３

５０／１００　→　５０／１００

４４％　　　　→　　　　４４％

公 害 防 止 対 策 事 業 計 画 に 基 づ く 公 害 防 止 対 策 事 業 等 に 対 し 、 財 政 上 の 特
別 措 置 を 講 ず る こ と に よ り 、 公 害 防 止 事 業 主 体 で あ る 地 方 公 共 団 体 の 負 担
を 軽 減 し 、 以 て 、 公 共 用 水 域 の 水 質 保 全 等 、 公 害 の 防 止 を 図 る 。

都 道 府 県 知 事 が 作 成 し た 公 害 防 止 対 策 事 業 計 画 の 対 象 と な る 全 国 2 1 地 域
（ 1 8 都 府 県 １ １ ７ 市 区 町 （ 1 0 特 別 区 1 0 2 市 ５ 町 ） ) （ 平 成 3 0 年 ３ 月 現 在 ）

１ 目 的

２ 適 用 地 域

３ 対 象 事 業

（ １ ） 環 境 大 臣 の 同 意 を 得 た 公 害 防 止 対 策 事 業 計 画 （ 以 下 「 同 意 公 害 防 止
対 策 事 業 計 画 」 と い う 。 ） に 基 づ く 公 害 防 止 対 策 事 業 （ 次 に 掲 げ る も の ）

① 下 水 道 （ 特 定 公 共 下 水 道 、 都 市 下 水 路 、 終 末 処 理 場 ） 設 置 又 は 改 築
② 河 川 、 湖 沼 、 港 湾 等 の し ゅ ん せ つ 、 導 水 等
③ 農 用 地 、 農 業 用 施 設 の 客 土 、 施 設 改 築 等 土 地 改 良 事 業
④ ダ イ オ キ シ ン 類 に よる 土 壌 汚染 の 防 止 、 除 去 等

（ ２ ） 同 意 公 害 防 止 対 策 事 業 計 画 が 定 め ら れ て い な い 地 域 で 実 施 さ れ る 公
害 防 止 対 策 事 業 （ 上 記 ① を 除 く ） で 、 総 務 大 臣 が 主 務 大 臣 及 び 環 境 大 臣 と
協 議 し て 指 定 し た も の

４ 財 政 上 の 特 別 措 置

（ １ ） 国 庫 補 助 負 担 率 の か さ 上 げ
（ ２ ） 起 債 の 特 例 （ 河 川 、 港 湾 等 にお け るし ゅ ん せ つ 事 業 等 を 適 債 と す る ）
（ ３ ） 地 方 交 付 税 措 置 （ 公 害 防 止 対 策 事 業 債の 元 利 償 還 金 の 5 0 ％ が 対 象 ）

５ 公 害 財 特 法 延 長 経 緯

昭 和 4 6 年 ５ 月 公 害 財 特 法 制 定
昭 和 5 6 年 ３ 月 1 0 年 間 延 長 改 正
平 成 ３ 年 ３ 月 1 0 年 間 延 長 改 正
平 成 1 3 年 ３ 月 1 0 年 間 延 長 改 正
平 成 2 3 年 ３ 月 1 0 年 間 延 長 改 正 （ 平 成 3 3 年 ３ 月 ま で）
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公害財特法第４条・第５条、地方交付税法附則第５条の規定により、公害防止事業債については、通常の下水道事業債と比較して、
特別の交付税措置が講じられている。

※ は交付税措置。下図の％は事業費補正等（単位費用等を除く）の算入率

H23 公防制度10年延長

H18 公費負担の
あり方の見直し

S46 公害財特法制定

分流式合流式

３７％

１６％～４４％

H15 事業費補正
の見直し

起債対象事業費

公害防止対策事業債

下水道事業債 【公共下水道】

４５％

５０％

S49 事業費補正
スキームの見直し

※ 公債費方式により、元利償還金の５０％を交付税措置

単位費用5%

※ 合流・分流とも単位費用と合わせて公費負担の７割算入

５０％

起債対象事業費

○ 事業費補正は昭和４２年から開始
○ 元利償還金や地方負担額などに一定割合を乗じる等して、

事業費補正として算入

単位費用5% 単位費用5%

S42 事業費補正開始

下水道事業債（通常分）及び公害防止事業債の交付税措置率の推移
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